　　　栃木市訪問介護事業所支援補助金交付要綱
令和８年３月３１日
告示第１５６号
　（趣旨）
第１条　市の交付する栃木市訪問介護事業所支援補助金（以下「補助金」と
　いう。）については、栃木市補助金等交付規則（平成２２年栃木市規則第
　５６号。以下「規則」という。）に規定するもののほか、この告示の定め
　るところによる。
　（交付の目的）
第２条　この補助金は、令和６年度における訪問介護の基本報酬の引下げに
　よる影響を受けた訪問介護事業所を運営する者に対し、その運営に要する
　経費の一部を補助することにより、訪問介護事業所を運営する者の負担を
　軽減し、訪問介護の提供体制の安定を図ることを目的とする。
[bookmark: _GoBack]　（交付の対象者）
第３条　補助金の交付の対象となる者は、市内において介護保険法（平成９
年法律第１２３号）第８条第２項に規定する訪問介護（以下「訪問介護」
という。）を提供する事業所（市内に存するものに限り、令和７年度にお
ける訪問介護の利用者（以下「利用者」という。）がいないものを除く。
以下「事業所」という。）を運営する者であって、市税を滞納していない
ものとする。
　（補助金の額等）
第４条　補助金の額は、次の各号に掲げる事業所の区分に応じ、当該各号に
　定める額とする。
 (1)　令和７年度における１月当たりの利用者の平均人数（その人数が１人
未満のときにあっては１人とし、その人数が１人以上であり、かつ、１
人未満の端数が生じたときにあっては当該端数を切り捨てた人数とする。
以下「平均利用者数」という。）が１００人以上の事業所　１００，０
００円
 (2)　平均利用者数が１０人以上１００人未満の事業所　５０，０００円
 (3)　平均利用者数が１０人未満の事業所　３０，０００円
２　補助金の交付は、１事業所につき１回限りとする。
　（交付の申請）
第５条　補助金の交付を受けようとする者は、栃木市訪問介護事業所支援補
　助金交付申請書（別記様式）に次に掲げる書類を添えて、令和８年１２月
　２８日までに市長に提出しなければならない。
 (1)　平均利用者数が確認できる書類
 (2)　前号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類
　（補助金の請求）
第６条　規則第９条の規定により、補助金等交付請求書に添える書類は、交
　付決定通知書の写しとする。
　（実績報告）
第７条　この補助金については、規則第１０条ただし書の規定により、実績
報告書の提出を省略するものとする。
　（補則） 
第８条　この告示に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。
　　　附　則
　（施行期日）
１　この告示は、令和８年４月１日から施行する。
　（告示の失効）
２　この告示は、令和９年３月３１日限り、その効力を失う。


別記様式（第５条関係）

栃木市訪問介護事業所支援補助金交付申請書

年　　月　　日
　（宛先）栃木市長

　　栃木市訪問介護事業所支援補助金の交付を受けたいので、次のとおり申
　請します。
　　また、この補助金の交付に係る審査のため、市の職員が当法人の市税の納付状況を確認することに同意します。
	（申請者）
所在地
名称
代表者氏名
電話番号
	　
　
　
㊞　
　

	事業所の名称
	

	事業所の所在地
	栃木市

	令和７年度における
１月当たりの利用者数
	４月　
	５月　
	６月　
	７月　

	
	人
	人
	人
	人

	
	８月　
	９月　
	１０月　
	１１月　

	
	人
	人
	人
	人

	
	１２月　
	１月　
	２月　
	３月　

	
	人
	人
	人
	人

	
	合　計　　　①
	人

	平均利用者数②
（ ① ／ １ ２ ）
	人

	補助金申請額
	円

	添付書類
	


　備考　平均利用者数は、小数点以下を切り捨てた人数を記入してください。
ただし、平均利用者数が１人未満のときは、１人と記入してください。




